
■都城市木造住宅耐震診断・耐震改修・住替え等事業補助制度について

○都城市では、地震に強いまちづくりを推進するため、阪神・淡路大震災で倒壊、半壊の被害が多

く報告されている昭和５６年以前に建築された木造住宅を対象に国、県と連携し耐震診断および

耐震改修（補強設計と改修工事をパッケージで行うもの）に対する補助制度を実施しています。

①アドバイザー派遣

•選任していただい
た耐震診断士を
市から派遣します。

②耐震診断

•耐震診断士が
現地調査を基
に耐震診断を
行います。

③耐震改修工事（設計含）

除却/建替工事（設計含）

•耐震診断の結果を基に
耐震改修工事のため
の設計を行います。
それに基づいて 改修
工事・除却/建替工事を
行います。

○耐震化の流れ

無料
最大１３万円の補助

最大１００万円の補助

○対象者

以下のすべてに該当する方

１．対象の住宅の所有者

２．暴力団関係者でない方

３．市税の滞納のない方

○対象となる建築物

以下のすべてに該当する木造住宅

１．市内に存するもの

２．昭和５６年５月３１日以前に建築した木造住宅であるもの

３．階数が２階以下

４．除却工事、建替工事については、現に居住しているもの

○補助内容

事業種別 内容・補助額等

①

アドバイザー派遣
【内容】耐震診断の概要説明、申請手続きの説明 etc
【補助額】自己負担なし

ローコスト工法
アドバイザー派遣

【内容】安価な耐震改修工法の比較検討 etc
【補助額】自己負担なし

② 耐震診断
【内容】木造住宅の耐震計算書作成 etc
【補助額】診断費用から６千円を除いた額 （上限額１３万千円）

※別途、宮崎県建築住宅センターの助成あり （６千円）

③

耐震改修工事（設計含）
【内容】耐震改修設計、耐震改修工事
【補助額】耐震改修工事費用の８０％ （上限額１００万円）

段階的耐震改修工事
（設計含）

【内容】２段階の耐震改修設計、耐震改修工事 etc
【補助額】１段階 ：耐震改修工事費用の８０％（上限額６０万円）

２段階 ：耐震改修工事費用の８０％（上限額４０万円）

除却工事
【内容】除却工事 etc
【補助額】除却工事費用の２３％ （上限額３４万５千円）

建替工事
【内容】建替工事 etc
【補助額】建替工事費用の２３％ （上限額３８万円）



１．診断・改修費用は、一律に定められていません。依頼する際は予め業者に確認してください。

２．補助対象金額は消費税抜きの金額です。消費税分は自己負担となります。

３．診断士や工務店と契約は、市が交付する決定通知書の日付け以降に行ってください。

★ 自己負担分の資金のみで出来る『概算払い制度』が使えます ★

『概算払い制度とは』

工事完成後すぐに書類を提出すれば、業者に代金を支払う前に市から補助

金を受け取ることが出来ます。

受け取った補助金と自己負担金を合わせて、工事代金を支払いますので、自

己負担分の資金のみで耐震改修を行うことが出来ます。

○お問い合わせ・お申込み

都城市役所 【３階】
土木部 建築対策課 建築指導担当
〒885-8555 都城市姫城町６－２１
TEL 0986-23-2585

○補助申請の流れ

依頼する診断士が決まりましたら市建築対策課までご連絡ください。

【連絡先】 ０９８６－２３－２５８５

市建築対策課から提供します※耐震診断士のリストから

診断士を選んでいただき、診断士へ依頼してください。

※『耐震診断士』 とは
県に登録された建築士の方です。市では、登録された耐震診断士が住宅の耐震
診断等を行なうことを補助の要件としています。

○申請における注意事項


